
　1.　はじめに

　近年の高速道路網整備において，特に地理的

条件の制約により，路線計画高さが50ｍを越え

る高橋脚橋梁の建設が必要とされる場合が少な

くない。同心に配置された外側鋼管と内側鋼管

を有し，両鋼管間にコンクリートを充填して一

体化された中空式二重鋼管合成柱は，その基本

特性として，自重の軽減を主なる要因とした高

耐震性構造物の構築の可能性はもとより，施工

性の向上が生み出す工期の短縮や省力化といっ

た経済性能を具備するなど多くの優位点を有し，

適用の拡大が期待できる構造形式といえる。し

かし，同構造形式の力学的特性は，鋼管とコンク

リートの材料特性に支配されるのみでなく，鋼

管と充填コンクリートとの相互作用，充填コン

クリートの厚さ1)，柱脚における中込コンクリー

トの有無と打設範囲，基礎中の鋼管の定着方法，

外側および内側鋼管の座屈挙動，鋼管の亀裂の

発生等数多くの要因に影響を受けることから，

より広範な検討が必要と思われる。

 　そこで本研究では，充填コンクリートの厚さ

に着目し，３体の中空式二重鋼管合成柱試験体

に対する正負交番繰り返し載荷実験を行い，耐

荷力と変形性能等について比較検討を行った。

　2.　実験概要

　2.1　試験体

　図－１に試験体形状とその一覧を示す。試験

体は，想定した直径4.5ｍの円形断面を有する橋

脚に対して1/10モデルとし，充填コンクリート

厚75mm(Unit-1)，57.5mm(Unit-2)，40mm(Unit-

3)を設定した３試験体を作製した。また試験体

は，柱部において鉄筋およびダイヤフラムを一

切使用することなく，鋼管とコンクリートとの

付着を確保する措置もとっていない極めてシン

プルな断面形態を有している。なお，同構造形式

における高橋脚の建設に際し，要求項目の選択

肢の一つとなるセグメント化に関しても，柱を

　*1　近畿大学助教授　理工学部社会環境工学科　工博　(正会員)
　*2　近畿大学教授　理工学部社会環境工学科　工博　(正会員)
　*3　大阪市立大学助教授　工学部土木工学科　博士(工学)　(正会員)
　*4　大阪工業大学教授　工学部土木工学科　工博　(正会員)

論文　中空式二重鋼管合成柱の繰り返し挙動

　栁下　文夫*1・谷平　勉*2・鬼頭　宏明*3・園田　恵一郎*4

要旨 ：本研究は，同心に配置された外側鋼管と内側鋼管を有し，両鋼管間にコンクリートを充

填して一体化されたセグメント形式の中空式二重鋼管合成柱に関する耐震安全性を鋼管間コンク

リートの厚さに重点を置いて実験的に検討したものである。実験の結果，二重鋼管合成柱の変形

性能に関して，鋼管断面の破断による耐力低下が顕著になる高じん性域に至るまで，コンクリー

ト厚低減の影響は軽微であることが分かった。さらに，コンクリート厚の低減が及ぼす耐荷力へ

の影響や最終破壊形態の違いとその推移を確認できた。

キーワード ： 二重鋼管，合成構造，柱，じん性，耐震性，コンクリート

D2 t
(mm) (mm)

Unit-1 300 75
Unit-2 335 57.5
Unit-3 370 40

 
 (共通)  D1=450mm
      鋼板厚=2.1mm

スタッドジベル

D1 D2t

(スタッドジベル)

10
0

50
0

11
25

22
50
mm

80

45
0 11
25

(中
込
部
)
21
0(
接
合
帯
部
)

図－１　試験体一覧
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高さ方向に２分割する形で対応した。セグメント

の結合は，4mm厚の鋼板結合帯を用いてハイテン

ボルトによる締め付けと隅肉溶接により行った。

さらに，基部内における鋼管の定着は，外側鋼管

に放射状（各段45°方向に６本）に溶殖した13mm

頭付きスタッドジベルにより行った。溶殖位置

は，基部上面から下方に100mmおよび基部下面か

ら上方に80mmの２カ所である。なお，二重鋼管

間に対するコンクリートの打設は，専用ホッパー

を使用し，棒状バイブレーターでその投入を補助

する形で行った。また，柱基部では，外側鋼管直

径分の高さまで中込めコンクリートを打設した。

　柱部に打設されたコンクリートは早強セメント

を使用したレディーミクストコンクリートであ

り，実圧縮強度は21N/mm2である。また，鋼管は

材質SS400の平鋼板を造管して使用した。その機

械的性質は，実降伏点強度259N/mm2，実破断強度

445N/mm2である。

　　　　　2.2　載荷方法と載荷スケジュール

　図－２に試載荷方法を示す。試験体はフラット

ローラー（摩擦係数μ=0.002）で上下を拘束して

浮き上がりを防止したスライディングビーム上に

固定し，反力壁と試験体頂部を両端ピン支持の反

力ビームで連結した。載荷は，複動式油圧ジャッ

キを用い，一定軸方向応力下（中込めコンクリー

ト位置断面に対して0.98N/mm2）において，スラ

イディングビームを直接水平滑動させる方法で正

負交番繰り返し載荷を行った。

　載荷は水平方向の変位制御で，柱頂部の部材角

1/200，1/100，1/67，1/50，1/40，1/33，1/29，

1/25で各３回の正負繰り返し載荷を行い，以後，

鋼管の破断による耐力低下が著しくなるまで漸増

による繰り返し載荷を行い実験を終了した。

　2.3　　　　　測定項目

　測定項目は，載荷荷重，試験体の頂部に取り付

けた不動点ビームを介して計測した柱頭水平変

位，鋼管基部近傍の座屈の状況と材軸方向の曲率

分布（回転分担率）を調べる目的で計測した脚部

の平均ひずみ量（検長120mm），定着部内を含む鋼

管表面の軸方向ひずみ（塑性ひずみゲージ使用）

等である。図－３にひずみゲージの貼付位置およ

び回転分担率を求めた各区間長を示す。なお，鋼

管座屈の発現やその進行状況の確認は，基部近傍

の鋼管表面に水性白色ペンキを塗布し，さらに，

描いたグリッドを通して目視で行った。

　3.　実験結果と考察

　3.1　荷重－変形関係と破壊過程
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　図－４に各試験体の荷重－変形関係を示す。荷

重－変形関係から見た各試験体の破壊進行状況は

次の通りである。Unit-1およびUnit-2の場合，部

材角R=1/25の大変形に至るまで耐力低下を起こ

さず，極めて安定した挙動を示した。その後，R=1/

22.5 で鋼材の破断による耐力低下が生じた。ま

た，Unit-3の場合も，部材角R=1/29の大変形に

至るまで耐力低下を起こさず，同様に安定した挙

動を示した。履歴ループの形状において，３試験

体とも部材角R=1/67までは紡錘形を示した。そ

の後，逆Ｓ字型に移行している。実験時の観察に

よると，R=1/67～ R=1/50にかけて柱最下部の外

側鋼管に座屈現象が現れたことから，外側鋼管の

座屈および内部コンクリートの圧壊の顕在化がこ

のループ形状の移行に起因していると思われる。

また，全ての試験体の最終的な耐力低下は，外側

および内側鋼管の破断による。

　次に，実験終了後に試験体を切断･解体するこ

とにより観察された内部の破壊状況（図－５参

照）を考察する。Unit-1およびUnit-2について，

外側鋼管の座屈は基礎上面から約60mmの範囲で

提灯形を呈した。Unit-3 の場合は同形状で約

45mmであった。すなわち，外側充填コンクリート

厚が薄いほど鋼管の座屈位置が下がる傾向が示さ

れた。また，外側充填コンクリートの圧壊は，そ

の厚さが薄いほど顕著であった。Unit-1 および

Unit-2の内側鋼管の座屈の程度は軽微であり，部

材角R=1/22.5の段階でも破断しなかった。一方，

Unit-3の内側鋼管は，周辺コンクリートの圧壊に

伴う座屈が生じた。外側鋼管に比して座屈長さが

短く，その形状も鋭角であったことから，外側鋼

管に先んじて内側鋼管が破断（図中の　　 は破

断の箇所とその順序を示す）した原因を示したも

のと言える。全ての試験体のコンクリートに生じ

た引張ひび割れは，柱最下端近傍に２本，中込上

面位置に１本の計３本とその数は極めて少なく，

集中する傾向が示された。

　3.2　鋼管表面に生じる軸方向ひずみ
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　図－６に各試験体の鋼管表面に貼付した塑性ひ

ずみゲージより得られたデータを抜粋して示す。

基礎中（基礎上面から下方に30mmの位置）につ

いては，充填コンクリートの厚さを増すほど大き

な引張ひずみが生じた。基礎上面から上方に30mm

の位置は，すべての試験体に対してほぼ座屈頂部

にあたるため，圧縮・引張ともに極めて大きなひ

ずみが生じた。座屈直上（同90mmの位置）では，

充填コンクリート厚が大きいほど引張側にシフト

したひずみの発生状況が示され，同厚を薄くした

Unit-3では，逆に圧縮側にシフトする傾向が見ら

れた。さらに，中込コンクリートの中間高さの位

置では，そのほとんどが引張域で推移したが，

Unit-3のみ他の２つの試験体と比して小さなひず

みを示した。これらの傾向のうち，特に，ひずみ

が圧縮域に戻らなかったのは，鋼管と充填コンク

リートの付着切れや肌離れに起因する現象と考え

られる。これらのことから，ひずみ分布の推移と

座屈に代表される損傷の範囲とには密接な関係が

あると言える。

　3.3　材軸方向の回転分担率

　試験体頂部に水平力を載荷したときに生じる変

形は，その破壊過程から，鋼管の抜け出しや基部

近傍に生じる鋼管座屈にその多くが起因するもの

と思われる。本項では，それらの成分の増加の推

移を含む回転分担率の分布状況から，充填コンク

リート厚と破壊モードとの関係を中心にその特徴

を述べる。回転分担率は次のように算出した。す

なわち，柱付け根の部分においては，まず，座屈

部分（Unit-1,2では下端から80mm，Unit-3では
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下端から60mmとそれぞれ仮定）の回転成分を独

立して取り出すために，検長120mmで取り付けた

変位計により得られた変形成分をひずみ量に換算

し，同直上（柱下端から上方90mmの位置に貼付）

のひずみゲージで検出されたひずみ量を減ずるこ

とにより，座屈区間の平均ひずみ量とした。なお，

鋼管の抜け出しについては，その値を独立して計

測できなかったため，上記座屈部分に合算する形

で処理した。以下，図－３に示す各ひずみゲージ

貼付位置の中心間を計算区間として各ひずみ量か

ら平均ひずみ・平均曲率・回転角を求め，それを

用いて計算した変形を柱頭実測水平変位で除する

ことにより算出した。算出された各試験体の回転

分担率を図－７に示す。なお，図中の丸抜きの数

字は，図－３に示す回転分担率計算区間に対応す

る。その結果，各試験体の座屈部分での回転分担

率は，部材角R=1/200では40％～45％であった

が，R=1/22では85％～90％とその回転成分のほ

とんどを占めた形になった。一方，座屈部分より

上方の分担率については，変形の増加と共にその

分担率は減ずる傾向があるものの，概ねモーメン

ト勾配に添った形で推移した。充填コンクリート

厚との関係については，前述の試験体についての

損傷過程と整合する傾向が示されたが，全般的な

傾向として大きな差は生じなかった。

　3.4　終局曲げ耐力（Mu）

　表－１に実験で得られたMu･expと計算で求め

たMu･calの比較を示す。計算値は図－８および

式(1)に示すような，一般的な曲げ理論に基づく

強度式による。なお，コンクリートの最大圧縮強
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表－１　断面耐力の比較

1 266.6 267.7 1.00
2 280.6 279.5 1.00
3 270.3 295.1 0.92

1 213.3 234.1 0.91
2 224.5 234.6 0.97
3 216.2 237.0 0.91

柱最下部位置

Mu･exp
(kN･m)

Mu･cal
(kN･m)

Mu･exp
Mu･cal

Unit No.

Mu･cal
(kN･m)

中込ｺﾝｸﾘｰﾄ上面位置

Mu･exp
Mu･cal

Unit No. Mu･exp
(kN･m)

0.92295.1270.3
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度は，道路橋示方書2)にある「コンクリートを充

填した鋼製橋脚」で示された2σckを用いた。比

較の結果，Unit-1と Unit-2については，実験値

と計算値が良く一致した。しかし，Unit-3では実

験値が計算値を8%程度下回った。これに関して

は，上記2σckを1.5σckとすると両者の間に良い

一致が見られることから，中込コンクリートが存

在する部分においても最大拘束力が発揮でき得る

コンクリート厚が存在することを示す結果となっ

た。なお，この傾向については更なる検討が必要

と考える。また，中込コンクリート上面位置にお

いては，全て実験値が計算値を下回った。この結

果，1.0×D（D：外側鋼管の直径）の中込コンク

リート高さは適切であるということが分かった。

　3.5　等価粘性減衰定数（heq）

　実験で得られた各試験体の等価粘性減衰定数

heqを図－９に示す。全体的な傾向として，部材

角R≒15×10-3rad（1/67）以降は内側鋼管の有効

深さの大きい順（Unit-3＞Unit-2＞Unit-1）に

エネルギー吸収能が大きくなり，内側鋼管の位置

関係が鋼材によるエネルギーの吸収負担分に影響

したものと考えられる。この傾向は終局域まで継

続したが，その差は5％～10％以下と小さかった。

なお，いずれの試験体も終局域に至るまでheqの

値は上昇傾向にあり，総じて安定したエネルギー

吸収能を有することが確認された。また，図中に

示した修正Takedaモデルによる一般的なRC部材

の算定値と比較すると2％～5％低い値を示した。

　3.6　初期弾性剛性（Ko）

　図－10に各試験体の（M/δ）/Koとδ/δu(ここで，

δu=Mu/Ko)の関係を示す。同図より，変形の増加

とともに顕著な剛性低下の傾向が見られる。な

お，δ/δu≒0.1程度の微小変形域の初期弾性剛

性に限れば，３試験体とも図中の式の値（Ko）に

近い値を示している。

　4.　まとめ

　本研究で得られた知見を以下に示す。

(1) コンクリートを充填した中空式二重鋼管合成

柱は，高じん性域まで耐力低下をすることな

く，十分な変形能力を有している。

(2) 本実験に使用した試験体のように，中込コン

クリートが存在する部分においても，二重鋼管

間に充填されるコンクリートの厚さは，コンク

リートの拘束効果に影響することが分かった。

(3) 二重鋼管合成柱の最終破壊形態は，柱脚近傍

のごく狭い範囲の鋼管座屈に集約される。な

お，内部コンクリートの圧壊域は小さく，引張

ひび割れも集中する傾向が示された。

(4) 耐荷力は一般的な曲げ理論で十分評価でき

る。しかし，充填コンクリート厚と拘束効果の

関係については今後に課題が残る。
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